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　島根県では、島根の目指すべき将来像として「豊かな自然、文化、歴史の中で、県民誰も
が誇りと自信を持てる、活力ある島根」を掲げた「島根総合発展計画」を平成20年3月に策
定しました。
　これまで、第1次実施計画（平成20年度～23年度）、第2次実施計画（平成24年度～27年度）
に基づき、財政健全化との整合性も図りながら、それぞれの目標の達成に向けて取り組んで
きました。
　島根は、美しい自然、古き良き文化・歴史、特色ある地域資源、豊かな地域社会、そして
勤勉な県民性など、これからの成熟社会の中で求められる多くの強みを有しています。
　このたび策定しました第3次実施計画（平成28年度～31年度）に基づき、県民の皆さまと
力を合わせ、島根の発展のため全力を尽くしてまいります。

「島根総合発展計画」＝「基本構想」＋「実施計画」

・産業の振興と雇用の創出
・結婚・出産・子育て支援の充実
・定住・移住の推進

・中山間地域・離島対策の推進
・安全・安心な県民生活の確保

「第3次実施計画」の推進にあたっての重点分野

基本構想： 平成20年から概ね10年後の島根の目指すべき将来像を示し、それを実現
するための3つの基本目標を掲げています。

実施計画： 基本目標を達成するための政策・施策や主な事務事業を示した計画です。
　　　　　第3次実施計画期間：平成28年度～平成31年度（4年間）

基本構想
概ね10年後（H30年頃）

島根が
目指すべき
将来像

豊かな自然、文化、歴史の中で、
県民誰もが誇りと自信を持てる、
活力ある島根

第3次実施計画
（H28～H31年度末）

計画全体の構成

県の事務事業

県の施策 県民・企業
NPOなど様々な
主体による取組

政　　策

基本目標

協働

「島根総合発展計画 第3次実施計画」
を策定しました



島根県の人口

島根県の人口シミュレーション

島根県の経済

　島根県の人口減少と高齢化

は、当面の間は続きます。中

山間地域では、特にその傾向

が顕著となっています。

　産業振興による雇用創出や

子育て支援などの取組みによ

り、人口減少に歯止めをかけ、

長期的な人口の安定化につな

げていくことが必要です。

前提条件

自然動態 社会動態

試
算
Ｂ

国の長期ビジ
ョンと同様に
県の出生率が
2040年 ま で
に2.07

県の人口減少
率が2040年
までに段階的
に0

試
算
Ａ

県 の 出 生 率
1.63（2009～
13年平均）が
継続

県の人口減少
率（ 2 0 0 9 ～
13年平均）が
継続

　島根県の経済は、公的部門

への依存度が高い構造となっ

ています。

　地域経済の活性化のために

は、拡大する国内外の市場に

向けて戦略的な経営展開を図

り、民間需要が中心となる産

業構造へ転換していくことが

必要です。
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2ものづくり・ＩＴ産業の振興

観光の振興

雇用・定住の促進 産業基盤の維持・整備

中小企業・小規模企業の振興

自然が育む資源を活かした
産業の振興

国際的な競争力のあるものづくり産業の創出と、IT産
業の育成・誘致を推進し、雇用の場を拡げ地域産業を
振興します。

島根の魅力を活かした観光地づくりと積極的な情報発
信により、国内外からの誘客を促し、観光を振興します。

地域の産業が必要とする人材の確保や人材の育成・
定着を進め、定住人口の拡大を目指します。

産業活動などを支える高速道路網や港湾の整備、航空
路線の維持・充実を図ることにより、人や物の交流拡
大を目指します。

売れる農林水産品・加工品づくりの推進、県産品の
販路拡大と、意欲ある担い手の育成・確保により、
地域産業を振興します。

『活力あるしまね』
　活発な産業活動が展開され、若者が活き活きと働き、国内外から多くの
人が訪れる、活力ある社会を目指します

縁結び箸

イワガキ

農林大学校で技術習得実習を受け
る学生たち

Ｉターンした新規就農者

組子技術を生かした照明器具

山陰道
浜田三隅道路

UIターン
フェア

日本遺産津和野町今昔

隠岐ユネスコ
世界ジオパーク

国宝松江城
天守

航空機産業参入に向けた展示会への出展

中小企業・小規模企業の新たな取組みを支援すると
ともに、経営基盤の強化や円滑な事業承継を図るこ
とにより、力強い産業活動を推進します。

基本目標

Ⅰ
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安全対策の推進 健康づくりと福祉の充実

医療の確保 結婚・出産・子育て
支援の充実

生活基盤の維持・確保

災害や事件・事故等に即座に対応できるよう危機管
理体制の強化や地域を守る自主的な取組み、交通安全
対策等の推進、安全な県土づくりを進めます。

生涯にわたって健康で、必要とする医療や保健・福
祉サービスを適切に受けることができ、地域で安心
して暮らせる社会を目指します。

住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、
適切な医療を提供できる体制を整備します。

若い世代が希望どおりに結婚し、子どもを生み育て
ることができるよう環境を整備し、子育てしやすい
と実感できる島根を目指します。

買い物、医療、介護等の日常生活を支える機能・サービスの維持・
確保を、地域の実情に応じて図ります。道路網や下水道等など
の住みやすい生活環境の整備を進めます。

『安心して暮らせるしまね』
　県民誰もが、生涯にわたり安心して生活を送ることができる社会を目指
します。

原子力防災訓練（車両のスクリーニング）

ドクターヘリ（後ろは、県立中央病院）

国道432号大庭バイパス

しまね食育まつり

しまね縁結びサポートセンター開所

基本目標

Ⅱ
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2教育の充実

人権の尊重と相互理解の推進 自然環境、文化・歴史の保全
と活用

多彩な県民活動の推進

学校・家庭・地域の連携協力による教育の充実を図り、
ふるさとへの愛着や誇りを土台に、自らの夢や希望
に向かって意欲的に進む子どもたちを育みます。

学校・家庭・職場・地域などにおいて個性と能力を
十分に発揮できるよう、人権や多様な価値観を尊重
する社会づくりを目指します。

ボランティアやNPO活動などの自主的・主体的な活
動の促進や、学習活動、スポーツ・文化芸術活動に
親しみながら、心豊かに暮らせる地域づくりを目指
します。

豊かな自然や文化・歴史を継承するとともに、魅力ある
地域づくりへの活用を進めます。また、景観の保全や
創造、環境への影響が少ない社会の実現を目指します。

1

女子力結集フォーラム

『心豊かなしまね』
　地域を愛し、次代を担う心豊かな人材を育成するとともに、県民が心豊
かで生きがいのある人生を実感できる社会を目指します。

「ふるさと教育」
の推進

高校生による販売実習（松商だんだんフェスタ）

人権啓発フェスティバル

外国人を対象と
した防災訓練

NPO法人による
環境美化活動

県民文化祭

中海宍道湖一斉清掃

出雲平野築地松

基本目標

Ⅲ



主な成果参考指標
基本
目標

主な成果参考指標 平成27年度 平成31年度

Ⅰ
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ま
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製造業の従業員1人当たり年間付加価値額 860万円（H25） 950万円

企業立地による新規雇用者計画数
（4年間の累計）

1,665人（H24〜27） 2,160人

農林水産業新規就業者数（4年間の累計） 990人（H23〜26） 1,120人

農業法人数（累計） 385法人 500法人

観光入込客年間延べ数（暦年） 33,207千人（H26） 34,000千人以上

事業承継計画を策定し、後継者を確保した
企業数（累計）

− 200社

高校卒業生の県内就職率 78.2%（H26） 84.0%

山陰道の供用率 56% 67%（H30）

Ⅱ
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心
し
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暮
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ね

介護を要しない高齢者の割合（年間） 84.5%（H26） 85.0%以上

介護職員数 13,517人（H25） 15,600人

訪問看護師数 283人（H26） 380人

病院・公立診療所の医師の充足率 78.4%（H26） 80.0%

しまね地域医療支援センターの登録者のうち
県内で研修、勤務する医師数

105人（H26） 175人

しまね縁結びサポートセンターを通じた
年間婚姻数

54件（H26） 150件

妊娠･出産・子育ての総合相談窓口の
設置市町村数

− 19市町村

保育所待機児童数（4月） 3人（H26） 0人

保育所待機児童数（10月） 129人（H26） 0人

「小さな拠点づくり」を進めている
公民館エリア数（累計）

52エリア（H26） 150エリア

Ⅲ
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な
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ま
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ふるさと教育を35時間以上実施している
小中学校の割合（年間）

100%（H26） 100%

県内高等教育機関卒業生の県内就職率 35.1%（H26） 45.1%

ボランティア活動に参加している人の割合 27% 30%

固定的性別役割分担意識にとらわれない人の
割合

72% 80%

県内電力消費量に占める再生可能エネルギー
発電量の割合

21.2%（H26） 30.4%



島根総合発展計画第３次実施計画の

進行管理
　島根総合発展計画に掲げる将来像と基本目標の達成に向けて、第3次実施計画に掲げた施
策の成果の検証と評価を毎年実施し、以後の施策の改善に結びつけるマネジメント（行政評
価システム）の取組みを徹底し、その状況を広く公表します。
　なお、計画の実施については、毎年の評価結果を踏まえ、社会・経済情勢等の変化も見極
めながら、予算等に反映するなど、機動的に対応していきます。

①Plan
●第3次実施計画

②Do
●施策（事務事業）
　の実行

④Action
●施策の改善
　（事業・予算等）

・島根県議会
・島根県総合
　開発審議会

③Check
●評価（成果の検証・評価）

島根総合発展計画 第3次実施計画
【ダイジェスト版】

島根県（政策企画局政策企画監室）

〒690－8501 島根県松江市殿町１番地
TEL 0852－22－5093　FAX 0852－22－6034

e－mail：seisaku-kikaku@pref.shimane.lg.jp
URL：http://www.pref.shimane.lg.jp/seisaku/


